
C
lo

se
 u

p
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ

東日本大震災から丸７年が経過した被災地では、地域が抱えていた人口減少・少子高齢化や１次産業の
担い手不足などの課題が震災を契機に深刻化しており、今後も息の長い継続的な支援が求められる。こ
こでは、2017年度の関経連の復興支援活動を振り返るとともに、被災地の課題と取り組みを紹介する。

復興から「新しい東北」の創造に向けて
─2017年度の復興支援活動を振り返る─

2017年度の活動
　当会では、2011年３月の発災直後から、継続的
にさまざまな復興支援活動に取り組んできた。
　17年６月には、吉野正芳 復興大臣が当会を訪問
し、真鍋精志副会長らと意見交換した。吉野大臣は、
当会の復興支援活動に謝意を表するとともに、復興
に向けての継続した支援として、福島県産の農林水
産物に関する風評被害の払拭や、被災地への観光
促進について協力を求めた。
　こうした要望等をふまえ、当会では、17年11月、
震災復興支援セミナーを開催した。当日は、宮城、
岩手、福島の各県の代表者を招き、自慢の産品と、
６次産業化や販路拡大に向けた取り組みを紹介し
た。このほか17年度は、東北の新規事業創出およ
び風化・風評被害の防止という２つの観点から活動
を行った（表）。

宮城県を視察
　当会では、震災の風化を防止するとともに、復興
にあたっての課題や支援ニーズを調査するため、定
期的に被災地を訪れている。18年２月、関経連震災
復興支援担当である博報堂の坂上和典特任顧問、
三井住友銀行の伊藤雄二郎副会長らが宮城県を訪
問した。今回は東北地方の基幹産業である農林水産
業や次世代を担う技術開発・ベンチャー企業の育成

を中心に、自治体・企業等の取り組みについて視察
および意見交換を行った。
■女川町・石巻市への訪問
　震災後５年間で人口が34%減少した宮城県女川町
では、コンパクトシティに関する視察と意見交換を
行った。同町は、今後も人口が減少することを前提
に復興にあたっては、公共施設や商業施設を女川駅
周辺に集約し、人の流れを集中させることでにぎわ
いを確保し続けられるよう、コンパクトなまちづくり
に取り組んでいる。また、町では行政主導ではなく、
さまざまな人脈を駆使して外部人材を受け入れ、交
流することにより、新たなアイデアやアクションを
創出し、その実現に向け各種施策を打ち出している。
須田善明町長は、「将来のある子ども世代に何を残
せるかを常に考えている。自分たちは捨て石になっ
てもいい」と復興に向けた決意を表明した。
　また、石巻市では、漁業の分野で新たな担い手を
増やす活動を展開するフィッシャーマンジャパンを
訪問した。石巻市十三浜は震源地に近く、甚大な被
害に見舞われた。復興に向けた課題は多く、漁業を
担う漁師の高齢化が進むなか、若い担い手の確保が
求められている。同団体では、漁師を志す若者のた
めに空き家をシェアハウスとして活用したり、産地
や漁師の顔が見える工夫を行うことで、付加価値の
高い商品の供給をめざすなどの取り組みを行ってい
る。代表理事の阿部勝太氏は、「震災後、潮や海底
の変化により漁獲高が減少しているが、今後は担い
手不足による漁獲高のさらなる減少を危惧してい
る」との認識を示
した上で、「生き
残った自分たちが
何とかしなければ
ならないとの使命
感を持っている」と
語った。

〈表 2017年度の取り組み〉

①東北の
　新規事業創出

•東北の組込みシステム産業の振興を
はかるため、技術展示会の開催、遠
隔配信による技術者育成講座「組込
み適塾」の東北開催

②風化・風評
　被害の防止

•被災地の視察や情報交換を通じて、
現地の実態を正しく把握・発信し、　
ビジネスベースでの連携を模索

•「VISIT東北・ＢＵＹ東北」を推進す
るため、当会の会合などでの東北産
品の提供を実施

フィッシャーマンジャパンとの意見交換
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■技術開発・ベンチャー企業の育成
　次世代の技術開発など産業復興に資する取り組み
を行う現場も視察した。
　多賀城市の「みやぎ復興パーク」は、震災による
生産体制見直しにともなう遊休施設を復興に活用す
べく、イノベーション創出拠点として開設された。
大規模工場の優れたインフラ設備を利用し、ものづ
くり復興や新産業創出につなげる技術復興の場とし
て活用されている。
　同パークでは自動運転・電気自動車の技術を用い
て地域の交通システムの整備をめざす、次世代移動
体システム研究会を訪問した。当初は、東北大学の
キャンパス内の安全な交通手段の確保が目的であっ
たが、最近では高速道路における逆走問題の解消や
電気自動車への非接触給電システムの開発にも取り
組んでいる。
　東北大学片平キャンパスでは、研究成果が社会で
活用されることを重視して研究活動を進めている、
金属材料研究所を訪問した。同研究所の吉川彰教授
らは、さまざまな物質の単結晶作製技術を基に、そ
の応用・利用技術の研究開発を行い、事業化に向け
たコンサルティングに取り組むベンチャー企業を立ち
上げている。また、研究所の成果を民間企業の製造
技術と融合し、革新的な製品を創製することを目的に
設立されたPiezo Studio社は、東北大学ベンチャー
パートナーズの出資を受けるなどし、さらなる事業の
拡大をはかっている。

■宮城県副知事との意見交換
　河端章好 宮城県副知事との意見交換では、副知
事より当会の継続的な支援への謝辞が述べられると
ともに、「本格的な復興をめざし、人の交流を創出
すべく、企業誘致や観光振興に取り組む。インバウ
ンドの波が東北にも波及するよう関西と連携した
い」との意欲が示された。

東北の組込みシステム産業を支援
 　当会では、組込みシステム産業振興機構等とと
もに、東北と関西の組込みシステム産業の振興に向
けた事業を震災発災直後から展開している。
　東北や関西の組込みシステム開発企業が直接メー
カーに技術提案できるビジネスマッチングを目的と
した出張型の展示会を定期的に開催しており、17年
度は島津製作所本社・三条工場（京都市）にて実施し
た。研究者や技術者らが約200名来場し、活発なビ
ジネスマッチングが行われた。
　また17年６月～11月には、組込みシステム産業振
興機構が関西で実施している技術者育成講座「組込
み適塾」を、遠隔配信を通じて宮城県などでも行っ
た。さらに、18年２月の「全国組込み産業フォーラ
ム」には、宮城県などからも参加を得て、震災復興
支援に向けて地域を越えた交流が行われた。

今後の取り組み
　当会では、震災の風化防止や風評被害の払拭等
に向け、震災復興支援セミナーを今後も開催すると
ともに、引き続き、当会会合での東北産品の提供を
行っていく。また、東北の組込みシステム産業の支
援に向けた出張展示会および「組込み適塾」の遠隔
配信も継続して実施していく。

（経済調査部 武田 俊樹／産業部 真鍋 歩美） 

次世代移動体システム研究会の見学

河端章好 宮城県副知事との意見交換

島津製作所本社・三条工場での出張展示会の様子
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